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◆ 愛知　9.9宣伝は過去最高をめざす

憲法改悪反対愛知共同センターは、4月9日に「全県憲法いっせい宣伝」を提起し、過去最高の111箇所で宣伝、署名が取り組まれ、この取り組みを契機にして地域共同センターの結成や地域ローラ作戦、「9の日」宣伝の定例化が進んでいます。改憲反対の取り組みと合わせ、自衛隊イラク派兵差し止め訴訟にも取り組み、4月17日には名古屋高裁で画期的な違憲判決を勝ち取りました。

　愛知共同センターは、9月9日の「9の日」宣伝では4月の111か所を上回る駅頭・地域での宣伝をやろうと、元気いっぱい奮闘中です。

　共同センターには、「9の日」宣伝の実施に向けて各地域・団体から計画が寄せられ、憲法リーフの宣伝物の注文も相次いでいます。18日現在、昭和区共同センター2000枚、犬山共同センター1000枚、緑区共同センター1000枚、中村区共同センター500枚、千種名東労連4000枚、東三河労連2000枚、尾東労連1500枚、共産党昭天緑地区委員会2000枚などから申し込みがあり、日を追ってその数は増えています。

■知多市民の会（仮称）が４回目の宣伝を計画

　知多市民の会は５月29日の学習会を力に「とにかく行動に踏み出そう」と始めた宣伝行動が9月9日で4回目となります。2回目は7月17日にアルテ新舞子店前でした。

　名古屋市千種区からバイクで来た20歳の職人さんが、「平和は大事」と署名。２年間義母の介護をしている50歳台の女性は、「少ない年金から介護の利用料や医療費を払ったら足りず、家族が払っている。認知症もあり苦労している」と話していました。８月19日には、モンマルシェ前で３回目の宣伝行動を行いました。

◆ 青森　勇気もち、半歩でも前に

青森県九条の会　講演会に1800人　作家　澤地久枝さん語る　

「九条の会」の呼びかけ人の一人で、作家の澤地久枝さんを迎え「青森九条の会講演のつどい」が20日午後、弘前市の県武道館で開かれました。県内各地から貸し切りバスで参加した人、隣の秋田県から参加した人など、1800人を超す人が会場を埋めました。

　講演のつどいは、津軽三味線の演奏でオープン。小田切朗和現地実行委員長が、読売新聞の世論調査で15年ぶりに改憲反対が改憲賛成を上回ったことと改憲勢力の動きにもふれ、「本気で九条、憲法を守る運動を」とあいさつしました。

　澤地さんは、「九条を守っていれば平和は守れるというのは甘い」という主張に対して、戦後一人も戦死者を出さず、外国の人を一人も殺していないのは「九条が盾になって防いでくれたから」と反論しました。

　澤地さんは、約5兆円の「国防予算」の一方で、後期高齢者医療制度導入など国民のための予算を削減する異常ぶりを指摘し、アメリカの戦争に追随していけば、こうした事態がさらに広がると警告。九条だけでなく、表現の自由を保障した21条、生存権を保障した25条など「どの条項も捨てることはできない」と語りました。

　澤地さんは、「何かやるのは勇気がいるが、やらなければならない。一歩が無理なら、半歩でも前に。一人一人が世直しをしようとした時、力が生まれる」と強調し、「九条を守るために力を合わせたい」と呼びかけました。

　弘前市の女性(47)は、「澤地さんの真剣な訴えに感動した。『戦争させない国にするために、九条を守ろう』という訴えは、多くの人の支持を受けられると確信しました」と話していました。(7/21付・赤旗)

◆ 兵庫平和憲法を守る須磨区共同センター
　８月２日、須磨区共同センターは大黒地域福祉センターで第4回総会を開催し、１０構成団体から２５名が参加しました。０５年３月発足以来、街頭統一行動は４６回、のべ４２２名の参加、憲法署名数は２５１７筆に達しました。
　２００８年度の活動方針は、「改憲派の策動を恐れず侮らず、平和と国民主権の旗をかかげて運動をすすめましょう」のスローガンのもと、１，共通する課題での共同行動を重視し、県共同センターや「９条の会」須磨区連絡会などと連携して運動を進める。
２，月例の街頭宣伝をさらに活発にする。３，学習会や集会・宣伝を行う。４，世話人会を毎月開き推進する、などの方針を確認しました。討論では、「憲法を生かす取り組み」や「住民過半数」について意見が出されました。
◆ 東京司法九条の会―命に国境はない！イラクの実態と憲法

裁判所職員とＯＢで構成する「東京司法九条の会」は７月18日、イラク支援ボランティアの高遠菜穂子さんを招いて「命に国境はない～イラクで非暴力は実現するか」と題する講演会を東京都内で行いました。高遠菜穂子さんは、映像をまじえながらイラクの現状や支援活動について、以下のようなお話をされました。

■武器を持たないことが一番安全

報道では「武装勢力」と一括りにされてしまうが、米兵に家族を殺されて武器を手にした人もいる。報復の連鎖を止めようと言うとイラクの知人に「日本人は戦争を知らないからだ、肉親を殺されたらどうか」と反論されてしまった。でも自分は、暴力の犠牲者・支援が必要な人のためにイラクに行った。彼には、米軍を見ないで周りの被害状況を見て、どんな支援が必要か、足りない薬は何か、等を知らせてほしいと頼んだ。そして一緒に医療品や支援物資を届けた。そんな中で2004年の拘束事件が起きた。その彼は事件後に「非暴力という理想は素晴らしいがイラクでは通用しないと思っていた。でも非暴力が暴力に勝ったと確信できた」と語り、現地スタッフたちは、武器を持たないことが一番安全、と納得してくれた。

　非暴力は実現するかと聞かれたら「難しい。でも不可能ではない」と答える。銃を置いて学校の修繕に加わった人が「自分は子どもを失ったけれど、他の残された子どもが学校に通えるようにしていく」と語った。建物の再建が雇用を創出し、心の再建をしていく。

高遠さんは、「究極の非暴力」は「憲法九条」であると、「憲法九条」を守る運動にも関わりを持つようになり、「九条世界会議」の呼びかけ人に加わられたということでした。
■「憲法九条はどのように誕生したか」・「国税ＯＢ東京９条の会」学習会

「国税ＯＢ東京九条の会」は７月９日、早稲田大学の岩田行雄氏（憲法研究家）を講師に招いて「憲法九条はどのように誕生したか」の学習会を東京都内で開きました。

この学習会には、「税理士九条の会」も含めて２１名が参加しました。

岩田先生は、憲法誕生のいきさつを、資料をもとに事実に基づいて説明され、大変説得力のあるお話で感銘を受けました。また、岩田先生は、「検証、憲法第九条の誕生」などの著書もあり、当日会場で格安で販売。「本が普及することで改憲阻止の力になれば、私としては帳尻が合う」と話されたのがとても印象的でした。（「全国税東京ＯＢ会便り」7月15日号より転載）

　短信･ホットライン　
■ 憲法会議の「2008憲法講座」　8・31　明治大学
◇ 日　時　　8月31日(日)午後1時～午後5時

◇ 会　場　　明治大学駿河台キャンパス・リバティホール

　　　　　(ＪＲ・地下鉄「お茶ノ水駅」下車2分、地下鉄「新御茶ノ水駅」下車5分)　

　＊第一講座　　日米同盟の新段階と日本国憲法

　　　　　　　　　　講師：吉岡　吉典(元参議院議員)

　＊第二講座　　今日の政治情勢の特徴と改憲策動

　　　　　　　　　　講師：渡辺　治(一橋大学教授)

　＊特別報告　　臨時国会をめぐる情勢

　　　　　　　　　　講師：日本共産党国会議員団

◇ 定　員　500人、先着順　

◇ 参加費  資料代として1000円(学生500円) 　

◇ 申込先　憲法会議

　　電話/03-3261-9007　FAX/03-3261-5453　メール/ mail@kenpoukaigi.gr.jp

◇ 主　催　憲法会議・東京憲法会議・千葉憲法会議・神奈川憲法会議・埼玉憲法会議

■ アメリカの戦費　「対テロ」戦費８５９０億ドル　「ベトナム戦争」超す
イラク、アフガニスタン戦争の米国の戦費は朝鮮戦争やベトナム戦争をはるかに上回り、第二次世界大戦に次ぐものとなっていることが、米議会調査局がこのほどまとめた報告書で分かりました。
・ 第二次世界大戦　　　 41140億ドル　(約452兆5400億円)

・ベトナム戦争　　　　　6860億ドル　　　・朝鮮戦争　　　   　　3200億ドル  

・第一次世界大戦　　　　2530億ドル  　　・イラク、アフガン戦争　8590億ドル　

＊米議会調査局がこのほどまとめた報告書。戦費は2008年の物価水準で調整した額。

■　米ハーバード大学ライシャワー日本研究所ハーバード大学ライシャワー日本研究所のホームページhttp://www.fas.harvard.edu/%7Erijs/crrp/index.html
で憲法改悪反対共同センターWebサイト紹介文　
Cooperative Center against Constitutional Revision 憲法改悪反対共同センター

The website introduces opinions, meeting minutes, publications from major newspapers, and anti-revision associations in order to develop a popular political movement throughout the country. This website states that the United States, the LDP, and Nippon Keidanren intend to make Japan a "war-waging country" through revision of the constitution. It also states that the war in Iraq and the movement toward peace among the European Union and Asian countries point to the importance of Article 9. 

　このWebサイトでは、全国的な大衆的運動に発展させるために、さまざまな意見、会議の内容、新聞記事、改憲反対運動団体を紹介している。このサイトでは、米国、自民党、日本経団連が日本を「戦争する国」に変えるために改憲を意図していると述べている。さらに、イラク戦争とEUとアジア諸国に広がる平和の動きによって、憲法九条の重要性がわかると指摘している。

■　海外派兵恒久法のリーフレットおよび新テロ特措法延長に反対する署名

当共同センターHP「宣伝物ダウンロード」に全労連が作成し、組織的に取り組んでいるリーフレットと署名用紙を参考までに掲載しました。署名用紙についてはダウンロードし、取扱団体をそれぞれの団体に自由に変えて結構です。近く開会される臨時国会に向けてたくさん集め、国会議員に届けましょう。








































1

